
安曇野市議会基本条例（素々案）のポイント 

＊「議会報告会」「市民との意見交換の場」の開催 

  説明責任を果たすために「議会報告会」を開催するとともに、市民参加を推進するため「意見交換の場」を設けます。 

＊議員の質問に対する市長等の「反問権」の付与 

  一般質問等において、争点及び論点を明確にし分かり易い議論とするため、市長等が反問する権利を明記しました。 

＊「議員間の自由討議」の尊重 

  議会は「言論の府」であり、合議制機関です。議員相互間の自由討議を尊重し合意形成に努めることを明記しました。 

＊議会として政策立案及び政策提言に努めること 

  議会の政策提案能力の向上を目指し、政策立案及び提案に努めると明記しました。  

 議会基本条例は、議会と議員の活動原則等の基本を定め、市民の福祉と

市政発展に寄与する議会となることを目的として定めるものです。 

 議会改革委員会では、昨年６月から23回に及ぶ協議・検討を重ね、この

たび議会全員協議会において「安曇野市議会基本条例」（素々案）を決定

しました。 

  今回の市民意見交換会は、現在制定を目指している安曇野市議会基

本条例（素々案）について、市民の皆さんからご意見・ご提案をお聴きし、

条例策定の参考とするために開催するものです。また、日頃議会について

お考えの事についてもお話しいただければと思います。 

大勢の皆さんのご参加をお願いします。 
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２月に市内５会場で市民意見交換会を開催 

４月～５月頃にパブリックコメント（意見公募） 

本年６月議会に議会基本条例案を提出、制定を目指します 

 局の調査及び法制機能の充実を図るものとする。 

 

 （議会図書室） 

第22条 議会は、議員の調査研究に資するため、議

会図書室の充実に努めるものとする。 

 

   第８章 政務活動費 

 （政務活動費） 

第23条 安曇野市議会政務活動費の交付に関する条

例（平成18年安曇野市条例第４号）の規定により

政務活動費の交付を受けた会派は、政務活動費を

適正に執行しなければならない。 

２ 議会は、安曇野市議会政務活動費の交付に関す

る条例第９条第１項の規定により提出した収支報

告書（添付書類を含む。）を公開しなければなら

ない。ただし、安曇野市情報公開条例（平成18年

安曇野市条例第５号）第７条第２号又は第３号に

規定する情報が記録されている部分を除く。 

 

   第９章 議員の政治倫理、身分及び待遇 

 （政治倫理） 

第24条 議員は、市民の代表として、高い倫理的義

務が課せられていることを常に自覚し、良心と責

任感をもってその責務を果たすと共に、品位を保

持しなければならない。 

２ 議員は、原則として、市から補助金又は負担金

を受けている団体の代表に就くことができないも

のとする。 

 

 （議員定数） 

第25条 議員定数は、安曇野市議会議員定数条例

（平成24年安曇野市条例第39号）で定める。 

２ 議員定数の改正に当たっては、行財政改革の視

点、他市との比較だけでなく、市政の現状と課題

並びに将来の予測及び展望を十分に考慮するとと

もに、市民の意見を聴取するものとする。 

３ 議員定数の改正に当たっては、市民の直接請求

による場合及び市長が提出する場合を除き、議員

定数の基準等の明確な改正理由を付して、法第109

条第６項又は法第112条第１項の規定に基づき委員

会又は議員が提出するものとする。 

 

 （議員報酬） 

第26条 議員報酬は、安曇野市特別職の職員等の給

与等に関する条例（平成17年安曇野市条例第40

号）で定める。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、議員報酬の改

正を議員が提案する場合において準用する。 

 

   第10章 最高規範性及び見直し手続 

 （最高規範性） 

第27条 この条例は、議会における最高規範であ

り、議会に関する他の条例、規則等の制定、改廃

並びに解釈及び運用に当たっては、この条例の趣

旨を尊重し、この条例との整合を図らなければな

らない。 

 

 （見直し等） 

第28条 議会は、この条例の目的が達成されている

かどうかを定期的に検証するものとする。 

２ 議会は、この条例の施行後、常に市民の意見、

社会情勢の変化等を勘案し、必要に応じてこの条

例の改正その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

   第11章 雑則 

 （委任） 

第29条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長

が定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成25年7月1日から施行する。 

 

 （議員定数に関する読替え） 
２ この条例の施行の日から安曇野市議会議員定数

条例が施行される日までの間における第25条第１

項の適用については、同項中「安曇野市議会議員

定数条例（平成24年安曇野市条例第39号）で定め

る」とあるのは、「南安曇郡豊科町、同郡穂高

町、同郡三郷村、同郡堀金村及び東筑摩郡明科町

の廃置分合に伴う議会議員の定数に関する協議書

（平成17年豊科町告示第17号、平成17年穂高町告

示第13号、平成17年三郷村告示第９号、平成17年

堀金村告示第14号、平成17年明科町告示第５号）

に定めたとおりとする」とする。 

逐条解説について 

＊紙面の都合で逐条解説は省略しています。ご覧に

なりたい場合は議会事務局へお申し出ください。 

＊安曇野市議会ホームページでもご覧いただけます。 

＊市民意見交換会で配布いたします。 

 市民意見交換会 市内５地域で開催します 

＊２月３日(日)午後１時30分  豊科ふれあいホール 

＊２月４日(月)午後７時  穂高くるりん広場２階・会議室 

＊２月６日(水)午後７時  堀金総合支所301会議室 

＊２月７日(木)午後７時  三郷公民館第１-第２講義室 

＊２月８日(金)午後７時  明科総合支所２階・会議室３  

議会基本条例の素々案ができました 

ぜひご意見をお聴かせください 

議会改革特集版第２号  

発行：安曇野市議会改革委員会 

  平 成 2 5 年 1 月 2 3 日 

〒399-8211長野県安曇野市堀金烏川2750－1（安曇野市 堀金総合支所内） 

安曇野市議会事務局 電話 0263-71-2156  FAX 0263-71-2150 

Email: gikai@city.azumino.nagano.jp 

安曇野市議会改革委員会  

ホームページもご覧ください。 

http://www.city.azumino.nagano.jp/gikai/ 
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議会改革特集版第２号 安曇野市議会改革委員会 

（前文） 

地方自治を推進し自主自立のまちづくりを進める

ためには、市民の自治意識の向上、市民との信頼関

係、協働の精神が不可欠である。 

議員と市長が共に選挙により市民の信託を受け、

議会と市長が対等な立場で相互の緊張関係を保ちな

がら市政運営を行う二元代表制の下で、議会は市民

の多様な意見や利益を代表する合議制機関として、

監視機能、立法機能及び市民の意思決定機関として

議決責任を深く認識することが求められ、その使命

と責務は重大である。 

安曇野市議会は、この地が輩出した先人の進取の

気風と主体的な政治風土に根ざした活発な議論を重

んじ、市民に開かれた議会、市民参加を推進する民

主的な議会の実現を目指すことを決意する。 

よって、住民自治を推進し団体自治を確立するた

め地方自治の本旨にのっとり、不断の議会改革を重

ねながら市民の信託に全力で応えていくことを誓

い、この条例を制定する。 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、議会及び議員の活動原則等の

基本的事項を定めることにより、議会の活性化を

図り、もって議会が市民の信託に応え、市民の福

祉の向上並びに公正で民主的な市政の発展に寄与

することを目的とする。 

第２章 議会及び議員の活動原則 

 （議会の活動原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動しな

ければならない。 

 (１) 透明性を確保し、公平、公正かつ民主的で、  

  市民に開かれた議会を目指すこと。 

(２) 市民の多様な意見を把握し、政策形成に適切

に反映できる議会運営に努めること。 

(３) 市民の意見、要望等をもとに政策立案、政策 

 提言等の強化に努めること。 

(４) 市民本位の立場から、適正な市政運営が行わ 

 れているかを監視し、評価すること。 

(５) 議会運営は、市民の議会への関心が高まるよ

うに分かり易い視点、方法等で行うこと。 

(６) 市民の傍聴意欲を高め、市民の参加機会を拡

充する議会運営に努めること。 

(７) 議会の役割を追求し、不断の議会改革に努め 

 ること。 

（議員の活動原則） 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しな

ければならない。 

 (１) 議会が言論の府であること及び合議制の機関  

  であることを認識し、議員相互の自由な討議を  

尊重すること。 

 (２) 市民の意見、要望等を的確に把握するととも 

  に、資質を高める不断の自己研さんによって、       

市民全体の代表としてふさわしい活動をするこ

と。 

 (３) 一部の地域、団体の代表にとどまらず、市

民全体の福祉の向上を目指して活動すること。 

 

 （議長の責務） 

第４条 議長は、議会を代表して公正中立な職務の

遂行に努めるとともに、議会の品位を保持し、民

主的かつ効率的な議会運営を行わなければならな

い。 

 

（会派） 

第５条 議員は、議会活動を行うため会派を結成す

ることができる。 

第３章 市民と議会の関係 

 （市民参加及び市民との連携） 

第６条 議会は、市民に対し議会活動に関する情報

を積極的に公表して、情報の共有を推進し説明責

任を十分に果たさなければならない。 

２ 議会は、本会議、常任委員会のほか、全ての会

議を原則公開とし、傍聴者に対して審議及び審査

の関係資料を配付するものとする。 

３ 議会は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以

下「法」という。）第100条の２に規定する学識経

験を有する者等による専門的事項の調査の活用並

びに法第115条の２（第109条第５項において準用

する場合を含む。）に規定する公聴会制度及び参

考人制度を十分に活用して市民の意見等を聴き、

議会の政策形成に反映させるよう努めるものとす

る。 

４ 議会は、請願又は陳情を審議する場合において

必要があると認めるときは、提出者の説明及び意

見を聴く機会を設けるものとする。 

５ 議会は、市民の多様な意見等を把握する場とし

て、市民との意見交換の場を設けるものとする。

また、市民から意見交換会開催の要望があったと

きは、これに応じるよう努めるものとする。 

６ 議会は、議案に対する議員の賛否の表明を市民

に公表するものとする。 

 

 （議会広報の充実） 

第７条 議会は、議案に対する議員の対応、一般質

問等の内容を安曇野市議会だよりで公表するもの

とする。 

２ 議会は、情報技術の発達を踏まえ多様な手段を

用いて、多くの市民が議会に関心を持つような広

報活動を行うものとする。 

 （議会報告会） 

第８条 議会は、議決結果及び市政の諸課題につい

て、議会報告会を年1回以上行うものとする。 

   第４章 議会及び議員と市長等執行機関の関係 

 （議会及び議員と市長等執行機関の関係） 

第９条 議会は、市長その他の執行機関及びその補

助職員（以下「市長等」という。）と常に緊張あ

る関係を保持し、事務の執行の監視並びに評価を

行うものとする。 

２ 議会審議における議会と市長等との関係は、次

に掲げるとおりとする。 

 (１) 本会議における議員と市長等との質疑応答

は、広く市政上の論点及び争点を明確にするた

め、一問一答方式で行うことができる。 

 (２) 議長から本会議及び委員会への出席を要請さ

れた市長等は、議長又は委員長の許可を得て、

議員の質問に対して反問することができる。 

 (３) 議員は、会期中又は閉会中にかかわらず、議

長を経由して市長等に対し文書質問を行うこと

ができる。この場合において、市長等に文書に

より回答を求めることができる。 
 

 （政策等の形成過程の説明） 

第10条 議会は、市長が提案する計画、政策、施

策、事業等（以下「政策等」という。）につい

て、政策等の水準を高め、市民への説明責任を果

たすため、市長に対して、次に掲げる事項の説明

を求めるものとする。 

 (１) 政策等を必要とする背景 

 (２) 提案に至るまでの経緯 

 (３) 市民参加の実施の有無及びその内容 

 (４) 総合計画との整合性 

 (５) 財源措置 

 (６) 将来にわたる効果及び費用 

２ 議会は、前項の政策等の提案を審議するに当

たっては、立案及び執行における論点並びに争点

を明らかにし、執行後における政策評価に資する

審議に努めるものとする。 

 

 （予算及び決算の政策等説明資料の作成） 

第11条 議会は、市長が予算案及び決算を議会に提

出し、議会の審議に付すに当たっては、前条の規

定に準じて市長に対し、施策別又は事業別の分か

り易い政策等説明資料の作成を求めるものとす

る。 

 

 （政策立案、政策提案及び政策提言） 

第12条 議会は、条例の提案、議案の修正、決議等

を通して政策立案を行うとともに、政策提案及び

市長に対して政策提言を行うよう努めるものとす

る。 

 

 （議決事件） 

第13条 法第96条第２項に規定する議会の議決すべ

き事件は、市総合計画における基本構想及び基本

計画とする。 

２ 市が他団体と結ぶ協定等のうち、予算を伴うも

の及び特に議会が必要と認めるものは、議決事件

とする。 
 
   第５章 議員間の討議による合意形成 

 （議会の合意形成） 

第14条 議会は言論の府であることを十分に認識

し、議長は議員相互間の自由な討議を中心に運営

しなければならない。 

２ 議会は、本会議及び委員会において議案を審議

及び審査し結論を出すときは、議員相互間の議論

を尽くして合意形成に努めるものとする。 

 

 （政策討論会議） 

第15条 議会は、市政に関する重要な政策及び課題

に対して共通認識を図り、合意形成を得るため、

政策討論会議を開催することができる。 

 

   第６章 議会運営 

 （議会運営） 

第16条 議会は、議員相互間の議論を尊重し、公

正、公平かつ効率的な議会運営に努めなければな

らない。 

２ 議会は、法第103条第１項の規定による議長及び

副議長の選挙を行うときは、所信を表明する機会

を設け、その過程を明らかにするものとする。 

 

 （委員会） 

第17条 委員会は、それぞれの設置目的に応じた機

能が十分に発揮されるよう、その専門性と特性を

活かし運営しなければならない。 

２ 委員会は、地域住民に関わりが深く関心の高い

事案については、必要に応じて当該地域において

開催することができる。 

 

第７章 議会及び議会事務局の体制整備 

 （調査機関） 

第18条 議会は、市政の課題に関する調査をする必

要があると認めるときは、識見者等で構成する調

査機関を設置することができる。 

 

 （推進組織） 

第19条 議会は、この条例の目的を達成するために

具体的な活動を推進する組織を設置する。 

 

 （議員研修の充実強化） 

第20条 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向

上を図るため、議員研修の充実強化を図るものと

する。 

 

 （議会事務局） 

第21条 議会は、議員の政策立案能力を向上させ、 

議会活動を円滑かつ効率的に行うため、議会事務 


